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(総務常任委員会) 

 

 

１．地域振興策の推進について（振興事務所と地域協議会の役割） 

   本年度設置された地域協議会は、地域の市民の声を反映する組織として、今後の

地域振興に大きな役割を果すものと期待をしている。 

振興事務所は、市民に対する行政サービスの地域拠点として、それぞれの地域性

を活かした特色のある地域振興の取り組みがされている。従来の自治会・消防団・

公民館などの組織や団体との関係を重視し、地域の抱える諸課題解決について、地

域協議会と連携して取り組まれたい。 

 

２．郡上ケーブルテレビ事業の基盤整備と今後の運営について 

   郡上ケーブルテレビは、公的な情報発信のシステムであるとともに、市民が情報

を共有することによって、郡上市民としての一体感を醸成するなど市にとって必要

な媒体である。近年は民間事業者による中心市街地の情報基盤整備が進み、ケーブ

ルテレビ事業に影響が出て来ることが懸念されている。今後、機器更新など多くの

費用負担が予想されるため、現状の情報基盤にとらわれることなく、市民のための

持続可能な情報基盤の確立に向けた方針を早急に示されたい。 

 

３．防災・防犯の推進について 

   災害対策基本法の改正に伴う避難所指定の見直しや土砂災害ハザードマップの

作成及び各戸配布により危機管理に対する啓発をされているが、今後さらに指定避

難所の確認やハザードマップの活用による自助・共助・公助に対する意識の徹底を

図られたい。 

   また、犯罪に巻き込まれないよう治安の維持や認知症による徘徊などに対する防

犯カメラの設置を検討されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(産業建設常任委員会) 

 

 

 

１． 自然・再生可能エネルギー施設整備の促進について 

   新市建設計画において、再生可能エネルギー・小水力発電施設整備・木質バイオ

マス発電施設整備の推進が挙げられている中、特に、小水力発電施設整備について、

早期に建設可能で有効的な箇所の選定を行うとともに、本市の重要施策に位置づけ、

積極的に取り組まれたい。 

 

 

２． 新たな工業団地整備について 

企業誘致に関しては本市の重点施策として進められ、企業進出も徐々に軌道に乗

りつつありますが、本市としては、更に企業誘致施策を推進するため、補正予算を

組んでいただいたところである。そこで、早期に新規工業団地を整備するため、一

般情報も含め議会の情報と意見を基に強力に取り組まれたい。 

また、中央リニア新幹線の開通を見込み、名古屋・中津川の近隣自治体は企業誘

致を含めさまざまな産業振興策をすでに取り組まれていると聞く。本市としても将

来の各広域交通網を見据えた対応策をお願いしたい。 

 

 

３． 自伐林家の育成と支援について 

郡上の貴重な資源である山林の有効活用を行うためには、自伐林家の育成と、間

伐促進及び材の搬出意欲を高めるための支援が必要であり、小規模林家に対する補

助制度を創設されたい。 

 

 

４．観光と環境面におけるゴミ問題について 

   本市の観光施策推進の一環として環境問題に取り組まれたい。夏の踊り・釣り・

登山など観光客の行動範囲は街・川・山と市内全域にまたがるため、ゴミの処理が

行き届かない場所等が存在しているのが現状であり、そうした場所について、シル

バー人材センター等への委託を含めたかたちで清掃を行われたい。 

 

 

 

 

 

 

 



(文教民生常任委員会) 

 

１．スポーツ振興における施設整備について  

清流の国岐阜県の中でも、とりわけ豊かな自然に恵まれ文化の香り高い郡上市は、

交通のアクセスも良くなり、近年は全国から訪れる人も多くなっている。 

市の推進している合宿村構想を市内一体として実現するためには、スポーツ・文

化・歴史等を取り込み幅広い分野での交流を図る必要がある。 

特に、スポーツについては、競技種目も考慮に入れ、広域的な大会の誘致ができ

るような大会基準を満たした品質の高い施設整備を行い交流人口の増加を図るとと

もに地域のスポーツ振興の拠点づくりをすること。 

   

（１）まん真ん中広場の芝生化と周辺整備 

（２）郡上八幡総合運動場及び周辺整備 

（３）高鷲叺高原スポーツ広場の関連施設整備 

（４）その他 

 

２．地域包括ケアシステムの構築について  

高齢者が、介護が必要になっても住み慣れた地域や住まいで尊厳ある自立した生

活を送ることができるよう、在宅福祉サービス・生活支援サービス等の拡充とサー

ビス提供体制の連携強化を図ること。 

 

（１）広大な地域を持った郡上市の特性に合った地域包括ケアシステムの構築 

への積極的な取り組み 


